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資源ブーム前後におけるオーストラリアの
人口動態に関する整理

花　岡　和　聖

I．はじめに

オーストラリアは、1980 年代に経済の低迷に直面していたが、1990 年代以降は、長期にわたって
好景気を維持してきた。その背景として、1980 年代に労働党によって実施された貿易・金融の自由
化や労働市場改革等の国内の構造改革が功を奏したことや、2000 年代以降、中国や東南アジアをは
じめとする新興国での建設や電力等の需要増に伴う世界的な資源価格の高騰によって資源ブームと
呼ばれる状況が、世界有数の鉄鉱石や石炭の産出国である同国に多大な恩恵をもたらしたことが指
摘されている 1）。こうした好調な資源輸出による恩恵は、同国の鉱業やそれに直接関係する製造業
に留まらず、建設業や運輸業、サービス業に至るまで幅広く波及していった 2）。
2012 年頃になると、資源ブームにも陰りが見え始めるが、オーストラリアは、その後も景気の拡
大を続け、世界的に新型コロナウィルス感染症が深刻化するまでの約 30 年もの間、景気後退を経験
することがなかった。その理由として、資源ブームがひと段落した後も、住宅投資をはじめとする
国内消費が、鉱業部門の縮小分を補う形で、オーストラリア経済をけん引したことが挙げられる 3）。
加えて、オーストラリアは、2010 年代以降も、総人口の 1％程度に相当する年間 20 万人以上の海外
移民を新規に受け入れてきた。こうした海外からの移民が、大都市に流入しており 4）、住宅投資や
サービス業の下支えになっていると考えられる。従来、オーストラリアは、天然資源に恵まれた
「ラッキーカントリー」としての側面が強調されてきたが、現在は、鉱業を中心とした外需と国内消
費を中心とした内需の「二面性」を有し、それによってオーストラリア経済は、景気後退に陥らず
に堅調に推移してきた 5）。こうした経済の二面性は、後述する通り、オーストラリアの各州が一様
に有しているのではなく、それらのバランスは各州で異なる。そのため、州の景気動向や人口動態
は、2012 年頃を境に、州ごとに異なる方向を呈するようになった 6）。
以上のオーストラリア経済の状況を踏まえて、本稿では、資源ブーム前後の期間を対象に、景気
動向と人口動態との関連性及び国内人口移動の特徴について、各種指標の分析と可視化を通じて整
理することにしたい。以下、本稿の構成として、次章で、資源ブーム前後の景気動向と人口動態の
推移を州別にみていく。その上で、コードダイアグラムを用いた国内の地域間人口移動の可視化を
行う。なお、本稿では、基本的に、オーストラリアの主要 5州を対象に議論を進める。また、資源
ブームのピークを 2012 年に設定し、その前後の期間（1990 年代後半から現在）を研究対象とした。
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Ⅱ．資源ブーム前後の景気動向と人口動態との関連

日本貿易振興機構の調査 7）によると、オーストラリアの主要輸出品（2017 年、豪ドルベース）のう
ち鉱物・燃料が全体の約 63％が占め、うち鉄鉱石が約 21％、石炭が約 19％であった。なお、輸出さ
れた鉄鉱石の 8割以上が中国への輸出である 8）。これらの鉱産資源の分布は地理的にも偏在してお
り、鉄鉱石は、ピルバラ地区に代表される大陸北西部（ウェスタンオーストラリア州）に集中し、石炭
は、大陸東部（クイーンズランド州及びニューサウスウェールズ州）に走るグレートディヴァイディング
山脈沿いから南東部にかけての地域で採掘されている 9）。そのため、第 1表に示すように、州内総
生産に占める鉱業部門の割合は、ウェスタンオーストラリア州で約 20％以上、クイーンズランド州
で 10％前後を示し、他の 3州が 5％を下回る水準にあるのに対して、これら 2州は高い水準にある。
また、Carrらによる報告 10）に基づき鉱業部門の投資額の概況を整理すると、鉱業部門への投資は
ウェスタンオーストラリア州とクイーンズランド州に集中する。これら 2州の鉱業部門への投資額
の推移をみると、2000 年代前半に急速に投資額が増大するが、2012 年頃を境に急減少していった。
そして、この 2州では、それに連動するように、非鉱業部門への投資額も減少に転じている。一方
で、ニューサウスウェールズ州とヴィクトリア州では、大都市での住宅需要を背景に、非鉱業部門
への投資額の増加が続いており、資源ブームが落ち着いた 2012 年以降においても、さらに投資額の
拡大が続いた。
このように州で異なる産業構造や投資額の推移は、失業率といった景気動向を示す指標にも表れ
てくる。第 1図に示される失業率の推移をみると、1990 年代後半以降、オーストラリアのすべての
主要州において失業率の大幅な低下が認められるが、2008 年頃を境に上昇傾向に転じ始める。その
後、ウェスタンオーストラリア州では失業率が高止まりしているが、ニューサウスウェールズ州と
ヴィクトリア州では、2014 年頃から失業率が再び大きく低下したことがわかる。失業率の推移を基
に各州を分類すると、（a）1990 年代後半の水準に失業率が回帰したウェスタンオーストラリア州、
（b）2010 年頃に失業率が上昇に転じたものの以前よりは低水準で推移するサウスオーストラリア州
とクイーンズランド州、（c）2010 年頃以降も失業率の低下が続くニューサウスウェールズ州とヴィ
クトリア州に区分される。要約すると、資源ブームが最盛期を迎えるまでは、すべての主要州の経
済が好調に推移したが、その終焉後は、ニューサウスウェールズ州とヴィクトリア州のみで景気が
堅調に推移した。このことから、資源ブーム後に見られるようになったオーストラリア経済の二面
性には、地理的な側面が伴っていると言えよう。
続いて、地域の雇用機会の程度を反映する失業率は、人口動態、特に社会増減と密接に関連して

第 1表　各州の鉱業部門の生産額と州内総生産に占める割合
NSW Vic Qld SA WA

年度 生産額 割合（％） 生産額 割合（％） 生産額 割合（％） 生産額 割合（％） 生産額 割合（％）
2006 10,990 2.4 5,684 1.8 22,517 9.0 2,768 3.2 32,752 20.6
2011 13,877 2.8 5,259 1.5 24,183 8.4 3,278 3.3 46,250 23.0
2016 18,141 3.2 5,148 1.3 38,801 11.7 4,076 4.0 71,489 27.9
生産額（粗付加価値額）の単位は、百万豪ドル。Chain volume measuresに基づく。
出典：ABS, 5220.0 Australian National Accounts: State Accounts（2018-2019）
NSW：ニューサウスウェールズ州、Vic：ヴィクトリア州、Qld：クイーンズランド州、
SA：サウスオーストラリア州、WA：ウェスタンオーストラリア州
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いると想定される。第 1図に、出生・死亡による自然増に加えて、海外からの流入による国際移動
と州間の国内移動による社会増を示す。その特徴をみると、①人口の社会増は、失業率の変化を追
随するように変化している。たとえば、上記で（a）に分類されるウェスタンオーストラリア州にお
いて、2008 年頃に失業率が最も低くなるが、それに続いて、社会増が拡大する傾向にある。2012 年
には、国際移動による増加が実数にして 50,780 人、国内移動による増加が 8,609 人と対象期間中、最
大となった。しかし、2014 年頃になると、国際移動に伴う社会増は大幅に縮小し、国内移動は社会
減を記録するようになった。一方で、②ウェスタンオーストラリア州とは対照的に、上記で（c）に
分類される 2つの州の人口動態をみると、2010 年代以降も国際移動による社会増が一貫して拡大す
る状況が読み取れる。直近の数年における国際移動による社会増は、ニューサウスウェールズ州に
おいて年間 8－ 10 万人、ヴィクトリア州において年間 6－ 8万人で推移していった。最後に、③上
記で（b）に分類されるクイーンズランド州の人口動態には、（a）と（c）の中間型のような特徴が
みられる。また、サウスオーストラリア州に関しては、失業率の上昇と他地域への人口流出が同時
に進行している点は特徴的である。当該地域の製造業の衰退によって他地域への流出が拡大してい
る状況に加えて、人口高齢化の進展に伴い自然増の幅も徐々に縮小していると考えられる。同州は、
こうした人口減少に対して、地方定住を条件としたビザの導入といった移民の受け入れ策を積極的
に推進しており、海外からの転入者は緩やかながら増加を維持している。
以上を小括すると、資源ブームが最盛期を迎える前までは、すべての主要州で一律的に経済が好
調を維持してきたが、その後の景気動向は、州の産業構造に応じて異なり、それが人口動態、特に
国際移動による州の社会増減に大きな影響を及ぼしたと見受けられる。一方で、国内の人口移動に
関しては、国際移動の場合とは異なり、景気動向以外の側面もその社会増減に影響を与えているよ

第 1図　主要 5州を対象とした景気動向と人口動態の推移
資料：3101.0 – Australian Demographic Statistics, Jun 2019
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うである。そこで、次章では国内移動に焦点を当て、その目的地選択を可視化することで、その特
徴を読み取りたい。

Ⅲ．国内人口移動の特徴

1．使用するデータ
国内の地域間人口移動の把握には、2011 年と 2016 年に実施されたオーストラリアの国勢調査を用

いる。同国の国勢調査は、5年毎に実施される全数調査であり、現在、2016 年調査が最新である。
オーストラリアの国勢調査の結果公表は、あらかじめ集計された多岐にわたる表に加えて、Census 

TableBuilderと呼ばれるオンライン集計システムを通じても提供される 11）。この集計システムは、
エクセルのピボットテーブルのように、利用者が国勢調査の調査項目から自由に変数を選択し、多
次元のクロス集計を作成できる機能をもつ（第 2図）。また、利用者が独自の階級区分や地域分類を
作成し登録することで、それらをクロス集計に用いることができる。このようなオンライン集計シ
ステムは、利用者にとって利便性の高いものである反面、個人情報保護への配慮が求められるが、こ
の点に関して、クロス集計表内のセル度数が基準よりも小さい場合、その度数を無作為に増減させ
る措置がとられる。そのため、各セルの度数を合計しても総数と完全には一致しない。しかしなが
ら、こうした秘匿措置が集計結果の分布を大きく歪めるほどのものではなく、Census TableBuilder

の提供を通じて、国勢調査結果の多様な分析ニーズに対応できるメリットの方が大きいと言える。な
お、国勢調査以外の公的調査にも TableBuilderと呼ばれる同様のシステムが導入されている。
オーストラリアの国勢調査の地域区分は、2011 年に制定されたオーストラリア統計地理水準

第 2図　Census TableBuilder のインタフェース画面
https://guest.censusdata.abs.gov.au/webapi/jsf/tableView/tableView.xhtml#
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（ASGS: Australian Statistical Geography Standard）に準拠し公開される。Mesh blockは、街区に基づ
く最小の地域区分であり、平均して 30 － 60 世帯が含まれる。これをもとに Statistical area（SA）

が作成されており、空間スケールに応じて、SA1（57,523 地区）から SA4（107 地区）まで用意されて
いる。これ以外にも行政単位に基づく地域区分や、主要都市（Greater capital city statistical area）や
遠隔地の度合い（Remoteness area）に基づく地域区分もある。ただし、いずれの地域区分も、オー
ストラリア全土での人口移動の可視化に利用する場合、大都市圏が複数に分割されていたり、人口
密度の低いエリアが広域にひとまとめにされていたりと、移動実態を捉えにくい。そこで、本研究
では、Raymer and Baffour12）の地域区分に倣い、SA2（2310 地区）を大都市圏の領域は維持しなが
ら集約することで、オーストラリア全土を 47 地区に区分したもの（第 3図）を用いる。

101:Sydney, 102:Hunter, 103:Illawarra, 104:Mid-North Coast, 105:North West NSW, 106:Central West NSW, 
107:Murrumbidgee, 108:Murray, 109:West NSW, 201:Melbourne, 202:Barwon, 203:Western District, 
204:Central Highlands, 205:Wimmera, 206:Mallee, 207:Loddon and Goulburn, 208:Ovens-Murray, 
209:Gippsland, 301:Brisbane, 302:Wide Bay-Burnett and Fitzroy, 303:Darling Downs, 304:South West 
Queensland, 305:Central West Queensland, 306:Mackay and Northern, 307:Far North, 308:North West, 
401:Adelaide, 402:Yorke and Lower North, 403:Murray Lands, 404:South East, 405:Eyre, 406:Northern SA, 
501:Perth, 502:South West, 503:Lower Southern WA, 504:Upper Southern WA, 505:Midlands, 506:South 
Eastern WA, 507:Central WA, 508:Pilbara, 509:Kimberley, 601:Hobart, 602:Northern Tasmania, 
603:Mersey-Lyell, 701:Darwin, 702:Northern Territory, 801:Canberra

第 3図　分析で使用するオーストラリアの地域区分（47地区）
Raymer and Baffour（2018）に基づく。花岡（2020）より引用
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2．可視化手法について
近年、大規模なデータが普及するとともに、それらを要約できる様々な新しい可視化手法が提案
されている。特に地理的データの可視化は、「ジオビジュアライゼーション」（Geovisualization）と
呼ばれる。地理的データの可視化は、地図上にデータを投影する手法と相対的な位置や関係性のみ
を表現する手法に分類できる。人口移動の可視化には、前者に基づく方法として、地域間を線で結
び、移動者数とその移動方向を線の太さと矢印で表現する流線図が知られている。流線図は、地図
上にデータを表現できる反面、発着地が多数の場合や特定の地域に移動が集中する場合、線が幾重
にも合ってしまい読図が困難となる。これに対して、大縮尺の地図上においては移動経路を反映し
た地図表現が考案 13）されてきたが、地域間の人口流動を表現する場合に同手法は適用できない。
他方、地域の相対的な位置や関係性のみを考慮する後者に基づく方法の場合、サンキーダイアグ
ラムを用いた人口移動の表現がある。さらに、近年、コードダイアグラム（Chord diagram）または
サーキュラープロット（Circular diagram）と呼ばれる環状のグラフを用いた手法が Abel and 

Sander14）によって考案された。コードダイアグラムでは、まず、移動者総数に占める各地域の転出
入者数の割合が求められ、その割合に応じて、円周が地域ごとに分割される。次に、転出入者数は、
それぞれ地域間を結ぶ帯状の線で表現され、その並びは移動者数の大きい順となる。そして、帯状
の線の末端が地域のブロックに接している場合は、発地を意味し、線の末端が矢印の場合は、着地
を意味する。
コードダイアグラムを用いた人口移動の可視化に関して、日本の都道府県間移動を対象にした

Ishikawa15）の事例やオーストラリアにおける 2011 年の国内・国外移動を対象にした Charles-

Edwardら 16）の事例があげられる。本稿では、後者の事例を参考にしつつ、国勢調査から 15 歳以上
人口を抽出し、47 地区ベースで 5年前の居住地と現在の居住地が異なる人口を移動者と見なした。
その上で、資源ブーム前後のオーストラリアの国内移動に関するコードダイアグラムを作図し、そ
の特徴を整理した。なお、コードダイアグラムの作図には、グラフ作成・データ分析ソフトウェア
Origin 202117）を用いた。

3．国内の地域間人口移動の特徴
2016 年における国内人口移動を示したコードダイアグラムを第 4図に示す。この図では、自地域
内での滞留及び移動を除く、地域間の転出入者数が示されており、移動者数が多い順に上位 2％の移
動は、線の透過度を下げて、色が濃く表示されている。帯状の線の色は、発地となる州別に塗り分
けられている。なお、2011 年と 2016 年の国内人口移動のコードダイアグラムを作成したが、移動者
の総数は異なるものの、ほぼ同様のパターンが見られたため、2016 年分のみを本稿では提示する。
以下、コードダイアグラムから読み取れるオーストラリアの地域間人口移動の特徴を簡潔に整理し
た。
① シドニーやメルボルン、ブリスベン、パースといった大都市圏は、同一州内の隣接する地域
間での移動が大きい。基本的に、大都市圏の隣接地域が、中心市からの転出者の受け皿となっ
ている。こうした結果の背景として、オーストラリアでは、総人口が年々増加しており、住
宅価格の上昇を背景に、現在、大都市圏の広域化が進みつつあるのではないかと考えられる。

② 州を超える大都市圏間の移動に関して、シドニーとメルボルン、ブリスベンの三大都市圏間
には相互に規模の大きい移動がある。その中で、シドニー以外の大都市圏について、その転
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出先の第 1位が、地理的に近い場合でも、同国最大の人口規模を擁するシドニーではない点
は興味深い。近年、シドニーとメルボルンの都市圏人口の差は、縮小する傾向にあり、分極
型の都市システムが形成されつつあることが示唆される。

③ ウェスタンオーストラリア州に注目すると、第 1図でみたように資源ブーム後に国内移動は
社会減となったが、2011 年との比較では国内移動のパターンに大きな変化はなかった。ただ
し、メルボルンとシドニー大都市圏への転出者数の増加とピルバラ（Pilbara）への転出者数
の減少が特徴として指摘できる。

第 4図　オーストラリア国内の地域間人口移動
資料：2016 年国勢調査の現住地と 5年前の居住地に基づく集計

Tas: タスマニア州、NT：北部準州、ACT:首都特別地域
カラー版は、著者ホームページにて公開（http://www.ritsumei.ac.jp/~kht27176/）
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Ⅳ．おわりに

以上、本稿では、オーストラリアにおける資源ブーム前後の期間を対象に、州別の景気動向と人
口動態との関連を把握し、国内の人口移動を可視化することで、それぞれの特徴を整理した。
各種指標の分析を通じて、第一に、オーストラリア経済の二面性（鉱業を中心とした外需と国内消費

を中心とした内需）の特徴が、国際人口移動による州別の社会増減の差異に表れていた。具体的には、
資源ブーム後の失業率の変化と連動するように、鉱業が中心のウェスタンオーストラリア州では海
外からの転入者数が減少する一方で、シドニーやメルボルンを擁するニューサウスウェールズ州や
ヴィクトリア州では海外からの転入者数が増加する傾向にあった。したがって、オーストラリア経
済の二面性が、人口動態の地理的な差異として顕在化している状況を確認できた。
第二に、国内人口移動を示したコードダイアグラムに基づくと、一部の移動を除き、資源ブーム
前後で移動パターンに大きな変化はなかったが、いずれの大都市圏も隣接地域との転出入が見られ、
通勤圏を超えた広域な都市圏間の結びつきが進んでいるものと考察できる。これに加えて、大都市
圏間の人口移動パターンに関しても言及できた。コードダイアグラムは、流線図よりも地域間移動
のパターンやその移動量の大小をわかりやすく提示できる。
今後の課題として、本稿では、各種指標の分析と可視化を通じて、オーストラリア国内の人口動
態を確認してきたが、その背景要因を明らかにするためには、多変量解析を用いた国内・国際移動
者の目的地選択の分析も必要となろう。現在、オーストラリアにおける各都市の人口増加は、海外
からの転入増に寄るところが大きい。この点に関して、筆者による拙稿 18）での成果とも合わせて、
今後、海外からの新規流入者の居住地選択を分析する予定である。
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Population Change and Internal Migration in Australia during the Resource Boom in 2000s

by
Kazumasa Hanaoka

The dual or hybrid economy in Australia, which is led by the resource industry and housing investment, 

has been discussed in previous research, but the geographical dimensions have not been analyzed in relation to 

demographic change. This article therefore aims to visualize population changes（natural and social increase）

of the five largest states and internal migration patterns among 47 regions in Australia before and after the 

resource boom peaked around the year 2012. Our study showed that the state’s economies and population 

changes appear to be differentiated after the resource boom. Western Australia, which is dominated by its 

resource industry, experienced a higher unemployment rate after the boom and lost social increase from 

international migration. Furthermore, in New South Wales and Victoria, the unemployment rates continue to 

drop, and the inflow of new international migrants did not stop, even after the resource boom. In addition, using 

the population census in 2011 and 2016, we visualized internal migration patterns among 47 regions based on a 

chord（circular）diagram. We pointed out some patterns observed in recent internal migrations in Australia.


